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旅 館業法施行細則等の一部を改正する規則をここに公布する。

令 和二 年 十 二 月 十四日

石 川県知事 本谷 正

石 川県規則第四十五号

旅 館業法施行細則等の一 部 を改正する規則

( 旅館業 法施行細則の一 部 改正)

第 一 条 旅館業法施行細則(昭和三 十 三 年 石川県規則第三 十 七号)の一 部 を次のように改正する。

第 二 条 第二 項 に次のただし 書 を加 える。

た だし、法第三 条 第 一 項 の許可を受けて旅館業を営む者が当該旅館業を譲渡し たときは、当 該旅館業を譲り受

け た者は、営業施設の構造設備に変更がない場合に限り、第一 口 すから第三 号 まで及び第王号に掲げる書面の添付

を 省略することができる。

第 二 条 第二 項 中第四 号 を 削 り、第五 号を第四号とし 、第六口 すから第八号までを一 号 ずつ繰り上 げ、同項 に次の一

号 を 加 える。

八 ただし書の規定の適用を受ける場合にあっては、当該旅館業を譲り受けたことを証する書類

第 二条第三 項 中「前 項 第七号」を「前 項 第六号」に改める。

様 式第一 号 を次のように改める。

憲



令和 2年 12月 14日(月曜日) 石川 県公 報 号 外

様式第 1号(第 2条関係)

旅館業許可申請書

年月日

石川県知事 様

「法人にあっては、主た1
申請者住所 I .- '. _. _~ __. :. - - I 

Lる事務所の所在地 J 

f法人にあっては、名称1
氏名 I ::._' .. ..， _" _ : •• 

L及び代表者の職氏名 J 

生年月日 年 月 日生

電話番号

旅館業法(以下 「法」とし、う。)第 3条第 1項の規定による許可を受けたく、次のとおり申請します。

記

営業施設
名称

所 在 地
戸凸以 ， 業 の 種 男IJ

(て当す
旅館 ・ホテル営業 簡易宿所営業 下宿営業

ける。

申請者の欠格 事 項 (1) 精神の機能の障害により、旅館業を適正に行 うに当た

日ら(5)までにつして] って必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行 うことが

法人の業務を行う できない者であること。

を含む。 (2)破産手続開始の決定を受けて復権を得ていないこと。

(3) 禁鋼以上の刑に処せられ、又は法若しく は法に基づく

処分に違反 して罰金以下の刑に処せられ、その執行を終

わり 、又は執行を受けることがなくなった日から起算し

て3年を経過していないこと。

(4) 法第 8条の規定により許可を取り消され、取消しの日

から起算して 3年を経過 していないこと。

(5) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平

成 3年法律第77号)第 2条第 6号に規定する暴力団員又

は同号に規定する暴力団員でなくなった日から起算 して

5年を経過していない者 ((7)において 「暴力団員等Jと

いう。)であること。

(6) 営業に関 し成年者と同ーの行為能力を有しない未成年

者でその法定代理人(法定代理人が法人である場合にお

いては、その役員を含む。)が(1)から(5)までのいずれか

に該当していること。

(7) 暴力団員等がその事業活動を支配していること。

営業施設の構造設備の概要 別添のとおり

特 {列 施 設 (1) キャンプ場、スキー場、海水浴場等において特定の季節に限り営業する施設

[諒当する場合は て
年 月から 年 月まで)

項目の番号にO印をつ (2) 交通が著しく 不便な地域にある施設で5あって、利用度の低いもの

ける。 (3) 体育会、博覧会等のために一時的に営業する施設

年 月から 年 月まで)

(4) 農山漁村滞在型余暇活動のための基盤整備の促進に関する法律(平成 6年

法律第46号)第 2条第 5項に規定する農林漁業体験民宿業に係る施設

(農村・山村・漁村滞在型余暇活動に必要な役務の提供)



令和 2年 12月 14日(月曜日) 石川 県公 報 号 外

使 用 * の 手重 類 上水道・簡易水道・専用水道・簡易専用水道・井戸水・

[:当する項日全てにOJその他(

をつける。

旅館業法施行規則第 1条第2項ただし書の規定の適用を受

事 業 議 渡 ける場合にあっては、当該旅館業を譲り受けたことを証す

る旨

備 考

添付書類

1 営業施設の構造設備の概要書 (敷地、建物及び各室の名称、面積、構造設備、定員等を記載したもの)

2 営業施設の半径100m以内の付近見取図

3 営業施設の配置図及び平面図

4 法人の場合にあっては、定款又は寄附行為の写し

5 建築基準法による確認(用途変更を含む。)を証する書類の写し

6 水道水以外の水を使用する場合にあっては、当該使用する水の水質検査結果を証する書類

7 消防法令適合通知書の写 し

8 旅館業法施行規則第 1条第 2項ただし書の規定の適用を受ける場合にあっては、当該旅館業を譲り受け

たことを証する書類

備考

1 申請者の欠格事項の欄は、該当事実がないときは 「無」と記載し、あるときはその内容を記載すること。

2 事業譲渡の欄は、該当事実があるときは 「有」と記載すること。

3 用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。

4 旅館業法施行規則第 1条第 2項ただし書の規定の適用を受ける場合にあっては、当該旅館業を譲り受け

た者は、営業施設の構造設備に変更がない場合に限り、営業の種別の欄の記載並びに添付書類 1から 3ま

で及び5に掲げる書類の添付を省略することができる。

主きhl紙 1 1a]t>iト 「代表者の職氏名 @J会) 1代表者の職氏名 」と4話公， I@:~警官 4雲t\lr rl iト 「日本工業規

格」会) 1 日本産業規格J~吉~-Q' I@:~長官モト~t\lrÇ\]会J~0' ~星術門会l題特~ムJ~ tQ。
経4式首長川Eやモト「氏 名 ⑮」会) 1氏 名 J ~' 11 戸籍謄本 」会l

11 戸籍謄本又は法定相続情報一覧図の写し」己都台'jig:縫材纏t\lr rl モト 「 日本工業規格」州「日本産業規格J~
話交， jig: ~hlモト~t\lrÇ\]会)歪 0' 題特~門会}題特~ムJ~ tQ。主長官紙同 日]t>~塁付 N任 「日本工業規格」 ω 「 日本産業規格J~話公的。

1 (法人にあっては、 i 1 (法人にあっては、 1

経伝燃K酔吾氏名 |名称及び代表者の | ⑮会j 氏名 |名称及び代表者の | 己主当-Q' jig: 

L職氏名 j J l職氏名 J 

縦十占1堅術品j主的。

(酎険富士話慢!と票im(C1括部同)

総11<<* 酎{待富士E4要!と黒亘(~長国十 1 1 羽ー同三~事空軍首長国十くロや) C 1 1話会)女~C -4爪己主主同がの。
亘同主筆1式首長 1 ajt>撃訓「モト 「日本工業規格J~ 1 日本産業規格J~部去の。
亘同型経hl首長 11 ajt>モト 「氏 名 @J州 「氏 名 」以F

名 称 開設予定の場合は、その年月日

会j



4 令和 2年 12月 14日(月曜日) 石川 県公 報 号 外

同ーの場所で 名 称 開設予定の場合は、その年月日

開設する美容

所がある場合 (検査確認証の番号)美第 号
トJ'

理容師法施行規則第四条第 1項ただし書、第2項ただし書

事業譲渡 又は第3項ただし書の規定の適用を受ける場合にあっては、 有・無

当該営業を譲り受けたことを証する旨

14 開設者が外国人の場合は、住民票の写し(住民基本台帳法(昭和42年法律第81号)第30条の45に 必j

規定する国籍等を記載したものに限る。)

14 開設者が外国人の場合は、住民票の写し(住民基本台帳法(昭和42年法律第81号)第30条の45に

規定する国籍等を記載したものに限る。)

5 理容師法施行規則第19条第 1項ただし書、第 2項ただし書又は第 3項ただし書の規定の適用を受

ける場合にあっては、当該営業を譲り受けたことを証する書類E主任hl!!1ll!'会l 去~C'.Lt小以恒常時。

備考 1 この用紙は、日本産業規格A4とすること。

以恒常' 

2 理容師法施行規則第四条第 1項ただし書の規定の適用を受ける場合にあっては、構造及び設備の概要、

管理理容師、理容師、上記以外の従業者、同一の場所で開設する美容所がある場合の各欄について、変更

がない事項の記載を省略することができる。

3 理容師法施行規則第四条第 1項ただし書、第2項ただし書又は第 3項ただし書の規定の適用を受ける場

合にあっては、当該営業を譲り受けた者は、次のとおり添付書類を省略することができる。

(1) 付近の状況並びに構造及び設備に変更がない場合は、添付書類 1に掲げる書類

(2) 理容師について、結核、皮膚疾患その他厚生労働大臣の指定する伝染性疾患の有無に変更がない場合

は、添付書類 2に掲げる書類

(3) 管理理容師の氏名及び住所に変更がない場合は、添付書類 3に掲げる書類

冨岡謎世燃川ajt>!堅持f荘 「日本工業規格」会) 1 日本産業規格J~部長時。
E同様官級国ajt>tト 「殿」会) I様」とよ 「氏名 @J会) I氏名 J~話公'I@:総hl還付 rltト「日本

工業規格」会) 1日本産業規格」己都台， I@:~をhl モト4星術N 今年l 亘，;:< !!1ll!' rl 州連~1ll!' -'010--i'(<l。
E同主壁材担保同ajt>モト 「殿」会) I様」土1' 1氏 名 ⑮」会) 1氏 名 J ~' 11 戸籍謄本

」会) 1 1 戸籍謄本又は法定相続情報一覧図の写し」三部~' jig:縫材纏司1['rlモト 「日本工業規格」

会) I 日本産業規格J~話交， jig: ~hlモト事1ll!'Ç\]会)歪 0' 題1ll!'同会l 題特1['ム)10--i'(<l。亘日~~送信組R i( ajt>モト「殿」会) I様J~' I代表者の氏名 ⑮」会) I代表者の氏名 J ~悩公'jig:縫官事
1ll!'阿佐 「日本工業規格」会) 1日本産業規格J~部交'jig:謎十dモト4堅持1['∞会]歪 0' 思1ll!' rl 必j 運~1ll!'ム)10--i'(<l。( 1tlK偽富士活慢!と票~C' 1 .監部同)総1 1 1 ~* 判Kj険瞳巡慢!と票亘(皆長田十 1 1 社時三l!!!K~展亘依田十干ミロや) c' 1 1主必j室長c'ム-f，Ç\~福岡ヤト〈目。

呂田型経十制限 1 aや1堅持1['-8-I s本工業規格」会) 1 日本産業規格J~部去の。
呂田経世首長 11ajt>iト「氏名 ⑪」州 「氏名 J ~' 
同ーの場所で

開設する理容

名 称 開設予定の場合は、その年月日

所がある場合 I(検査確認証の番号)理第 号

同ーの場所で 名 称 開設予定の場合は、その年月日

開設する理容

所がある場合 (検査確認証の番号)理第 干にゴコ

美容師法施行規則第四条第 1項ただし書、第 2項ただし書

事 業譲渡 又は第3項ただし書の規定の適用を受ける場合にあっては、 有・無

当該営業を譲り受けたことを証する旨

会j

トJ'



令和 2年 12月 14日(月曜日) 石川 県公 報 号 外

14 開設者が外国人の場合は、住民票の写し(住民基本台帳法(昭和42年法律第81号)第30条の45に 会)

規定する国籍等を記載したものに限る。)

14 開設者が外国人の場合は、住民票の写し(住民基本台帳法(昭和42年法律第81号)第30条の45に

規定する国籍等を記載したものに限る。)

5 美容師法施行規則第19条第 1項ただし書、第 2項ただし書又は第 3項ただし書の規定の適用を受

ける場合にあっては、当該営業を譲り受けたことを証する書類E査を-hl!星術品l去$G'-4小~括公的。
備考 1 この用紙は、日本産業規格A4とすること。

以恒常F

2 美容師法施行規則第四条第 1項ただし書の規定の適用を受ける場合にあっては、構造及び設備の概要、

管理美容師、美容師、上記以外の従業者、同一の場所で開設する理容所がある場合の各欄について、変更

がない事項の記載を省略することができる。

3 美容師法施行規則第四条第 1項ただし書、第 2項ただし書又は第 3項ただし書の規定の適用を受ける場

合にあっては、当該営業を譲り受けた者は、次のとおり添付書類を省略することができる。

(1) 付近の状況並びに構造及び設備に変更がない場合は、添付書類 1に掲げる書類

(2) 美容師について、結核、皮膚疾患その他厚生労働大臣の指定する伝染性疾患の有無に変更がない場合

は、添付書類 2に掲げる書類

(3) 管理美容師の氏名及び住所に変更がない場合は、添付書類 3に掲げる書類呂田雄官首長川 alt'~-!W'B- 1日本工業規格」会J 1 日本産業規格J~部去の。

亘日4謎4式首眼目日やモト「殿」会J 1様J~' 1氏 名 @J会J 1氏 名 J ~吉~-:Q' I![経伝翠-!W'，....;モト「日本

工業規格」会J 1日本産業規格J~部-:Q' I![縫世モト翠刊1['N 会j逼i心'員堅持1['，....;会j翠;刊1['ム11阜の。

EJ同謎十式総同Eや任「殿」会J 1様J~' 1氏 名 ⑮」会J 1氏 名 J ~' 11 戸籍謄本

」会J 11 戸籍謄本又は法定相続情報一覧図の写し」以吉~-:Q' I![~長官纏術同住「日本工業規格」
会J 1 日本産業規格J~話交， I![~送信号準刊1[' N会l豆三:< ~判1['同会l 纏:-!W'ムJ -rl{ð。5Q l~~き-hl燃1( alt'B- 1殿」必J 1様J~' 1代表者の氏名 ⑮」必J 1代表者の氏名 J~話交， I![~警官~
-!W'，....;モト「日本工業規格」会J 1 日本産業規格J~部長' I![型経世任t堅持1[' N 会J ;rn: 0' ~-!W'，....;会)建~-!W'ム)1眠時。
(('4司託銀密主活慢に黒豆G'1 1嘉吉手同)線国補~ <-4~経緯勝対44建!と黒豆(盟長田十同社トト与三~蝦歪撚川十日や) G' 1 1話会)女~ G'-4小~部同-rl{ð。総 1 1 ~*燃 1 1胃、モト「首長 l 全保撚 1 ri給会心線~alt'制下ノ」 会J 1棋 1，様相alt'J~話公的。

El目盛十到底 1a骨化l 室長 Q ム-f'Ç'\~走~-:Q l{d。
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別記様式第 1号(第2条関係)

公衆浴 場業許 可申請 書

年月日

石川県知事 様

申請人の住所、氏名、生年月日

(法人にいは所在地 名称¥

及び代表者の職氏名 / 

次のとおり公衆浴場の許可を受けたいので、手数料を添えて申請します。

名 称

所 在 生也

公衆浴場の種類

公衆浴場の種 別

営業施設の構造設備 別紙図面及び説明書のとおり 。

設置場所の付近の状況 別紙見取図のとおり 。

営業開始予定年月日 年 月 日

入 浴 料 金 大人 円、中人 円、小人 円

管理 人の氏名

事 業 譲 渡
公衆問問則第1条一の規 定の一一にあ |有無

つては、当該営業を譲り受けたことを証する旨

備考

1 温泉の含有物質又は医薬品等を原料とした薬湯を使用する公衆浴場にあっては、 「公衆浴場の種類」欄

に、その物質又は医薬品等の名称、成分、用法、用量及び効能を記入すること。

1 1 
2 I営業施設の構造設備Jの図面は、縮尺一一~一一程度の平面図、正面図及び側面図とすること。

100 200 

3 I設置場所の付近の状況Jの見取図には、施設から最も近い普通公衆浴場の距離(測量法第48条の規定

による測量土又は測量土補の測定したもの)及び主要施設を記載すること。

4 法人にあっては、定款又は寄附行為の写しを添付すること。

5 公衆浴場法施行規則第 1条ただし書の規定の適用を受ける場合にあっては、 当該営業を譲り受けたこと

を証する書類を添付すること。

6 公衆浴場法施行規則第 1条ただし書の規定の適用を受ける場合にあっては、 「公衆浴場の種類J、「公衆

浴場の種別」、 「営業施設の構造設備」、 「設置場所の付近の状況」、 「入浴料金」及び 「管理人の氏名」の各

欄について、変更がない事項の記載を省略することができる。
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「届出者の住所、氏名、生年月日

/法人にあっては、所在地、名称及¥
亘旧態hl織 11 ajt>モト 「殿」会) 1様」斗， I ，-'". ....- -， ~" . -I 

¥び代表者の職氏名 / 
会j

@J 

「届出者の住所、氏名、生年月日

(法人にいては所在地名称及¥

び代表者の職氏名 / 
とi古'f{;' t(dO 

呂田縫十占領R川ロヤモト 「殿」会) 1様J~' 1氏 名

I[承継 の理由 |

@J ;{<J 1氏名 トJ'

I[承継 の理由 |

(添付書類)

1 戸籍謄本又は法定相続情報一覧図の写し

2 相続人が 2人以上ある場合において、その全員の同意により営業者の地位を承継すべき相続

人として選定された者にあっては、その全員の同意書呂田雄官首長田 ajt>持者~â; ，~~長官華民同恥丑「殿」会) 1様」 己主主去の。

「届出者の住所、氏名、生年月日

f法人にあっては、所在地、名称、及¥
歪同書器材紙1(ajt>モト 「殿」会) 1様」 とr 1 ，-'..' .. _，~ ' ~ " ....- -， ~， . ，，-I 

¥び代表者の職氏名 / 

~主主母子。。
会)

⑮」

「届出者の住所、氏名、生年月日

(法人同つては所在地名称及)

び代表者の職氏名
~部長まの。(剣ng~経剖巡慢に黒豆Ql 混在主同)首長同州~ ~耳EE題廿{剥漫!と累亘(盟長国十く母ト尽互理長蝦歪燃4ユ十4ユ Eや) Q 1話会l支;Q .L6'("¥以部出炉心。線十川崎4総 1 1 ~事~;tJ....J制E モト 「耳懸命 J Q ド- ~ 1 1><宮市rntn相事*栴長心矧橋判事際会j機心刷会~判事役I@: I Q組事*Q~)a会j似合.L6'("\-'0-rt(d里泰司o~~ミニトノ掠 | 恥同わ華民l1 ajt> ~~7:t(d制E阻止嗣降〈役付ニムJ 骨(J J 会)異吋'巨町、~告訴 Q 1 ajt>会)異't<t(d。

gj ~半~....J抑止販制炉心材;:;)a判事保司事会心当mi経細細*会]雄三ト刷会記号制ロ~必や ν笠'ヨmi経連同紙会j時~~ I'lÞ\'t二 ~)J 心会) ，\語
かの柳田

1 (法人にあっては、名称¥E同雄官総 1ajt>-Eト氏名 1=:-"....，. ..-， ~" I @ω  
¥及び代表者の氏名 ) -J 

1 ， (法人にあっては、名称¥
氏 名 1:=' :.. '，' " . ~'， ~.. I 己都宮， I@:~hlモト乱室内「∞会l亘~' ~W!' rl 会)建~W!'-'0かの。

¥及び代表者の氏名 ) J 

1 (法人にあっては、名称¥
呂同様低燃回ajt>モト氏名 I，-， .. " ， .. ~ ' ~，. I 

¥及び代表者の氏名 ) -J 

1 ， (法人にあっては、名称¥
氏 名 I :=' :.. ~" I 以都台' I@:縫hl モH星術N必]歪~'事前同会j翠~W!'-'0-rt(d。

¥及び代表者の氏名 ) J 

1 (法人にあっては、名称¥E同様十d総同ajt>モト氏名 1:=' "， " -"， ~ .. I @ω  
¥及び代表者の氏名 ) J 

「 氏名 (出ニ:f) とi古'f{;" I@:~長官モト纏付∞会l歪: ~'題W!' rl 会j翠;刊1['-'0かの。
¥
ーーー
ノ

』
小

d
b
T
 

名
、
名

は
氏

」
て
の

つ
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法
及

f
i
l
l
-¥
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名
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氏

任常総μ川出
嶋

田
恒「一民 今年l

@J 

「長リコロ;ζ;;f) トJ'



令和 2年 12月 14日(月曜日) 石川 県公 報 号 外トー者~リガ~ 〒 年月

住 所 T 

食品衛生責任者 フリガナ
氏 名

年 月 日生
トJ'

事 業 譲渡
営業の譲渡者の署名(営業の譲渡を証する書類がある場合は不要)

11 営業所の付近の見取図(新規の許可申請の場合に限る。)
必1

2 施設の構造仕様書及び平面図並びに設備の配置図(新規の許可申請の場合に限る。) J 

11 営業所の付近の見取図(新規の許可申請の場合に限り、事業譲渡の場合で変更がないときは省略

できる。) ~括公'
2 施設の構造仕様書及び平面図並びに設備の配置図(新規の許可申請の場合に限り、事業譲渡の場

合で変更がないときは省略できる。)I@:~長官翠1w'マ必j主的。
呂田雄官総長alt'丑「氏名 ⑪」会) 1氏名 J ~' 11 戸籍謄本

必) 11 戸籍謄本又は法定相続情報一覧図の写 しJ~話交'I@:経世モト事1W' N必j歪~' ~堅持lf r-<会J~堅持lfムJ -rl{ð。
EJ同聖堂材組長十alt'モト「名 称 ⑮」会) 1名 称 J ~走~Q' I@:~長官モト撃付N 会l蚕心， ~堅術同会j翠;術ムJ -r

l{d。

1 (法人にあっては名称¥
El同雄官級R十11恥任氏名 1=':.. '.-.. -~ '. ~ . . I 

¥及び代表者の氏名 / 
@会j

1 (法人にあっては、名称¥
氏 名 I ::..' :~. _-... -~ '. ~ .. I 以吉~Q' I@:~長官丑纏付∞会l歪:~' ~堅術同会j翠;刊lf --\Jかの。

¥及び代表者の氏名 ) J 

1 (法人にあっては、名称¥
亘同挺tA線十111a)r:>吾氏名 I=-:'.. -.-.， -= '. ~ . . I 

¥及び代表者の氏名 ) J 

1 . (法人にあっては、名称¥
氏 名 I =-:.. -_-.. _. ~ '. ~ . . I 以認定'I@:饗悩モト準付∞会l歪~' ~堅刊lf r-<会j翠;刊lf --\J 1眠時。

¥及び代表者の氏名 ) J 

1 . (法人にあっては、名称、EJ同謎税総十gjaい吾氏名 I.--. --. -~ ' ~ . . I 
¥及び代表者の氏名 / 

⑪会j

1 (法人にあっては、名称¥
氏名 1::"- .'.. I 

¥及び代表者の氏名 j 
~吉'fQ' I@:患をtÁ-Eト4星術∞会l豆~' ~1W'同会j 準;刊lf --\Jかの。

EJ同謎税総十同Eい岳 「氏 名 @J会) 1氏名 J~都宮'I@:縦十占任準刊lfN会j亙: .5;ト F 題1W'r-<必j 建~1W'--\J
かの。

1 (法人にあっては、名称¥ERd謎tÁ~十i( a)r:>モト氏名 I =-:'.. -.-.. -~ '. ~ . . I 
¥及び代表者の氏名 / 

@会)

1 _ (法人にあっては、名称¥
氏 名 1::"-，.. • •. -~'. ~ . . I 己都宮， l@:~tÁモト事件lfN;知事:~' ~雲井lf r-<会j建~1W'--\J炉心。

¥及び代表者の氏名 / (央入口ー 1\ 入、縦士活蛍!と票~8 1 .監部同)
首l!Hく点 、=九一 1¥入、縦士担慢に黒豆(官長同十長崎十時三l!IllE曜歪首長同十川口や) 8 1 1話会)ま~8 "-ií '0~部同いの。

組長川味線11aやモト「選十キJ入Tトスームミミ'饗くキJ入Tトスームミミ」会)1選E ・同キJ入Tトスームミミ， ~1 1 1 ・同キJ ~~トスーム七ミJ~話交の。
「ふりがな

呂田謎十制限|酔岳
氏 名

11 履歴書

「ふりがな
⑮会j

」氏名
トJ'

2 写 真 (出願前6月以内に撮影した正面、上半身、無帽の縦10センチメートル、横8センチ必j

メートルのもので、裏面に氏名及び撮影年月日を記載したもの)



令和 2年 12月 14日(月曜日) 石川県公報 号 外

11 履歴書

2 写真 (出願前6月以内に撮影した正面、上半身、無帽の縦4.5センチメートル、横3.5センチメ一 以恒常F

トルのもので、裏面に氏名及び撮影年月日を記載したもの)I![ ~hl~雲井\['阿佐 「 日本工業規格」会) 1日本産業規格J~都台， I![~hl佐世雲井\['N 会]歪三:--' ~堅持\['rl 会J~堅1llf' AJかの。
EJ同様十制限 11 alt'~堅持\['肖~â;回総情感川 Eわ事前モト「日本工業規格」必) 1 日本産業規格J~括公的。
El同型経伝依田alt'モト 「氏 名 ⑪」会)1氏名 J ~走~Q' I![縫hl~堅刊\['rl モト 「 日本工業規格」必) 1日本産業規格J~括公， I![~hlモト4雲井\['N 会)豆 0' 題材同会l 饗~1llf'ムj炉心。
EJ同挺材紙同alt'モト

「ふりがな 「ふりがな

氏名 @」州氏名
と4恒常'I![縫hl~裏付刊号「日本工業規格J を I ß 本産業規格J~話交'I![経世モト準刊\['N 会j豆0' 準1llf'同会l 埋~1llf' AJ ヤl{ð。呂田経hl首長Kalt' ~1llf'丑 「 日本工業規格」必) 1 日本産業規格J~部去の。冨府古書きhl 組~-\Jalt'iト「氏 名 ⑮」会)1氏名 J~主主公， I![~き↑~~雲刊\['rl モト 「 日本工業規格」会) 1日本

EJ同書長官担保~alt' モト 「氏 名 @J必)1氏名 」とよ

ト)'

I[免許年月日|

免許年月日

クリーニング業法施行規則第1条の3第 1項ただ

事業譲渡 し書の規定の適用を受ける場合にあっては、 当該 有 ・無

営業を譲り受けたことを証する旨

12 一般クリーニング所の開設の場合は、クリーニング師免許証の写し

12 一般クリーニング所の開設の場合は、クリーニング師免許証の写し

トJ'

」必j

3 クリーニング業法施行規則第 1条の 3第 1項ただし書の規定の適用を受ける場合にあっては、当 以吉並走F

該営業を譲り受けたことを証する書類E経伝纏常化l女~C ム-f"" とi恒常時。
備考 1 この用紙は、日本産業規格A4とすること。

2 クリーニング業法施行規則第 1条の 3第 1項ただし書の規定の適用を受ける場合にあっては、当該営

業を譲り受けた者は、種別、構造及び設備の概要、法第3条第3項第5号に規定する洗濯物について、

従事者数及びクリーニング師の各欄について、変更がない事項の記載を省略することができる。

3 クリーニング業法第5条第1項の届出をした営業者から当該営業を譲り受けた者でクリーニング師の

各欄の記載内容について変更がない場合は、添付書類 2に掲げる書類の添付を省略することができるoE同様官線十alt' 必]告訴 Q 吋小~話交の。



10 令和 2年 12月 14日(月曜日)

別記様式第10号(第8条関係)

石川県知事 様

石川 県公 報 号 外

無届舗取次庖営業届

年月日

本籍(都道府県名)

営業者住 所

氏 名

(法人にいては所在地及)

び名称、並びに代表者の氏名

生年 月 日 年 月 日生

電話番 号

次のとおり、無庖舗取次庖を営業したいので、クりーニング業法第 5条第 2項の規定により関係書類を

添えて届け出ます。

無庖舗取次庖の名称

業務用車両の自動車登録

番号又 は車 両番号

業務用 車両の保管場所

持邑". 業 区 域

営業開始 予定 年 月日 年 月 日

業務用車両の構造の概要

法第 3条第 3項第 5号に
取り扱う 取り扱わない1 2 

規定する洗濯物について

従 事 者 数 人(うちクリーニング師 人)

クリ ーニ ン グ 師

本 籍 地

(都道府県 名 )

住 所

氏 名

生 年 月 日 年 月 日生 年 月 日生 年 月 日生

免許取 得県名 県 県 県

」支2却をL 録 番 予仁ゴヨ

免 許 年 月 日

クリーニング業法施行規則第 1条の 3第 2項ただし書の規定の

事 業 譲 渡 適用を受ける場合にあっては、 当該営業を譲り受けたことを証 有・無

する旨

(添付書類)

1 営業者が他にクリーニング所を開設し、又は無庖舗取次庖を営んでいるときは、当該クリーニング

所又は無庖舗取次庖ごとの次に掲げる事項を記載した書類

(1) クリーニング所又は無庖舗取次庖の名称

(2) クリーニング所の所在地又は無庖舗取次庖の業務用車両の保管場所及び自動車登録番号若しくは

車両番号

(3) 従事者数

(4) 従事者中にクリーニング師がいる場合は、その氏名

2 クリーニング業法施行規則第 1条の 3第 2項ただし書の規定の適用を受ける場合にあっては、当該

営業を譲り受けたことを証する書類



4 4哨ロN 栴 明日N 」 4 EE(辺 爾司) 剖 期 ー ー緬 bラ 加々 ミ主

議 叫叫 μ い 3 通 覧E JE非 同附鴻温帯〉品作斗内V Hい 什。

N 山 可℃[いい¥ h刊， M 祢 蒔田 町 4 4活 酒一』瀦H 冷 3 ω 獄 ∞畑汁内，「酬 。)溢尚3 風 通品川洲一斗 向山瀬ゆ一n vdペ E d 球 灘 間

延 d 川 郡柑相通棚ヨ3 講 師3 藷 糊d 蒋 滅 ω hm獄 ω 畑 瀦 ω 中 - n 湛 尚J 叶 向日浮誠意- ndrJぺ '品解制時判対d は 可℃[い

い ¥山刊書3 か 謹一円、U FJペ d 凶 内刈 3 Anτ制 泊 3 叫 日欝品川ボ，冒 恥 J 「 向い μ ~川 法」川d 仰 が 。

別 記様式第十一 号 備考中「司サH 料 請議」を「 司 非 同 糠溢 議」に改める。

別 記様式第十二 号 中「河合⑨」を「河合」に改め、同様式備考1 中 「司サH 糠 油議」を「E

対 闘精油議」に改め、同様式中備考2 を 削り、備考ー を 備考とする。

別 記様式第十三 号中 「 月 愉⑪」を「 月 愉」に、二百論諜サ

」 品川「同百 識 課非同一件孫同首曹司期l 国 図見)同制「」に改め、同様式備考1 中 「E 渋 川 円 糠 油議」を「司斗円同開糠油

議 」に改め、同様式中備考2 を 削り、備考1 を 備考とする。

別 記様式第十四号中「 完糊時3 再 検③」を「4 1 d 山 用品時 3 罰 論」に改め、同様式備考1 中 「由サH 糠

油 議」を「E U弁 岡糠油事」に改め、同様式中備考2 を 削り、備考ーを備考とする。

( 石川県興行場法施行条例施行規則の一 部 改正)

第 七条石川 県 興行場法施行条例施行規則(昭和五十九年石川 県 規則第五十七号)の一 部 を次のように改正する。

第 八条第二 項 に次のただし 書 を 加える。

た だし、興行場法(昭和二 十 三 年 法律第百三 十 七号)第二 条 第 一 項 の規定による許可を受けて興行場営業を営

む 者が当該興行場営業を譲渡したときは、当該興行場営業を譲り受けた者は、第二 号 から第五号までに掲げる書

類 のうち変更がない書類の添付を省略することができる。

第 八条第二 項 中第五号を削り、第六号を第五号とし、同項に次の一 号 を加 える。

六 ただし書の規定の適用を受ける場合にあっては、当該興行 場 営業を譲り受けたことを証する書類

第 八条第三 項 第 一 号 中 「 戸 籍 謄本」の下に「若しくは不動産登記規則(平成十七年法務省令第十八号)第二 百 四

十 七条第五項の規定により交付を受けた同条第一 項 に規定する法定相続情報一 覧 図の写し」を加える。

別 記様式 第 一 号 中「河合吾」を「知的」に、
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1
 

( 備考)に次のように加える。

ム 酒布縞跨瀦N 糸 満H 畑 3 溢 尚一刊行か叩 4 4品川 向 ミペ酒布輔、時株即時守的1 70ぽ 鶏酒4 4輔 、 時滞品川刷測。糊ミ汁』時

一件 J 時 晒〉J 珍 品月刊時叩悼湖南的対門」内議片時剛沖議3 藷 畑3 品 叩蓮打、υ τ ぺ J 糊 綱引山凶川町r J 制 帰 3 一割 問 排除成泰斗かれ作法

」川d 仰 向日 。

別 記様式第二 号 及 び別記様式第四号中「知的⑨」を「知的」に改める。

別 記様式第五 号中「海」を「燕」に改める。

附 則

こ の規則は、令和二 年 十二 月 十五日から施行する。

こ の規則による改正前のそれぞれの規則に基づき作成した用紙は、なお当分の問、 所 要の調整をして使用するこ

と 、ができる。

2
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